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労働カフローデータによる沖縄県の雇用・失業分析

― 中 間 報 告 ―

友知 政樹

1 はじめに
沖縄県における完全失業率は,いわゆる本土復帰の1972年以来,全国平均の約 2倍の水準で

推移しており,社会問題化していると言つても過言ではない。

この問題を考える際に,雇用・失業分析を行う場合の常套手段として,雇用・失業に関連し

たストックデータを分析する方法がこれまで広く扱われてきた。例えば,労働力人口に占める

就業者数や完全失業者数の推移に関するデータ分析などがそれである。しかし,ス トック (蓄

積)の背後には必ずフロー (流れ)が存在するはずで,雇用・失業問題の本質的要因を探るた

めには,労働カフローデータの分析が必須であると考えられる.実際に,全国版の労働カフロー

データの分析に関してはいくつかの先行研究が存在し[1-4],国外の先行研究も見られる [5].

本報告書において,沖縄県に係る労働カフローデータの分析の試みを記す.

2 沖縄県における労働市場の近況 (ス トックデータより)
表 1は近年の沖縄県における労働力状態の推移 (ス トックデータ)を示したものである.15

歳以上人口 (=労働力人口十非労働力人口),労働力人口 (=就業者数十完全失業者数).非労

働力人口ともに概して増加傾向にあることが分かる.また,完全失業率が全国平均の約 2倍の

水準で推移している様相も窺い知ることが出来る.

注 :千人単位のため、内訳と計が一致しない場合がある。

表 1 沖縄県における労働力状態の推移 (平成 7年～20年) [6,7]

区分

年

15歳以上

人  口
労働力 非労働力

人  口
労働力人口比率 完全失業率

人  口 就業者数 完  全
失 業 者 数

沖 縄 全  国 沖 縄 全 国

平成 7年 57.9

8 547 58.6

9

0

1 62,9

2

3 58.7

4 075 573

5 58,0

6 01 58.5

7

8 57.7

9

57.5
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沖縄県における年齢階級別完全失業率の推移 (平成4年～18年)[7]

図2 沖縄県における新規学卒者 (高卒・大卒)就職状況の推移 (平成4年～18年)[8-10]

沖縄県における高失業率問題の特徴のひとつとして,若年層の失業率の高さが挙げられる.

図 1は,沖縄県における年齢階級別完全失業率の推移を表しているが,若年層 (15～ 29歳)の

失業率がとりわけ高いのが分かる.また,沖縄県の30歳未満の完全失業率について 5歳刻みで

検討すると,15～ 19歳がおよそ20%台 ,20～24歳がおよそ15%台で推移しており,高卒 。大卒

の時期における15～24歳までの失業率が高くなっていることが分かる (図 2参照).

これらの問題は,沖縄県において人日の自然増加や社会増加 (Uターンや Iターン)により

労働供給が豊富であること対し,県内での雇用機会の少ないことに起因し,そのことが労働市

場に新規に参入しようとする若年者の無業化といつた問題を顕在化させる結果に至っていると

考えられる [11].さ らに,若年層の職業選択の視野の狭さ (強い公務員志向 。県内就職志向),

全国と比較した就職活動開始時期の遅さ,また,早期離職の状況なども問題の要因のひとつし

て指摘されている [11].

82

(%)

中

呻



労働カフローデータによる洲縄県の雇用・失来分析

3 労働カフローデータによる沖縄県の雇用 日失業分析

本章では,沖縄県に関する労働力調査より得られる労働カフローデータをまとめることで,

前章で触れた問題の要因を探る試みを行う.

そもそも,厚生労働省が実施する労働力調査は,国民の就業及び不就業の状態を明らかにし,そ

の月々の変化を知ることにより, 日本の労働力の総量測定を行うとともに,雇用・失業対策,その

他,各種経済計画,経済分析などの基礎資料を整備する目的で行われている調査である。本調査は

標本調査であり,調査時期および周期は毎月末日 (12月 は26日 )を最終日とする月末 1週間である,

主要調査事項は,①世帯について (世帯の種類,男女別及び15歳以上人口,15歳未満別の世帯

人員並びに世帯員の移動に関すること),②世帯員について (氏名,世帯主との続柄,男女の別 ,

生年月日及び配偶に関すること),③ 15歳以上の世帯員について (調査期日以前 7日 前の就業状

態及び従業時間,従業先の名称,経営組織及び従業員数,従業上の地位,所属の産業及び職業並

びに就業について希望の有無及び求職状況その他就業及び失業に関すること)の 3点である。

調査対象の単位は世帯であり,箱囲に関しては「総務大臣が指定した国勢調査の調査区内に

ある世帯のうちから総務大臣の定める方法により都道府県知事が選定した世帯の15歳以上の世

帯員」で,全国では国勢調査の約90万調査区から約2900調査区を選定し,その調査区内から選

定された約 4万世帯 (約 10万人)が対象となる.沖縄県においては144調査区 (対全国比144/

2900≒約5,0%),約 2300世帯 (同 2300/4万 ≒約5.8%)と なっており,全国の人口 (およそ1.8

億)お よび世帯数 (およそ490万)に対する沖縄県の人口 (およそ140万)および世帯数 (およ

そ53万)の比率より多めの標本抽出となっている。

労働力調査の結果 (データ)を使つての都道府県別の分析には注意が必要である.なぜなら

ば,労働力調査は,全国や主要10地域別の結果作出を前提とした設計・規模で実施されており,

このため都道府県別の結果を前提とした設計を行っておらず,また都道府県別のデータ規模も

小さいことなどから,全国の結果に比べて数値の誤差が大きいからである。しかしながら,沖

縄県においては,先にも述べた「対全国比」が高いことにより,以下では沖縄県の標本データ

をそのままの形で使用することとした。

表 2(次頁)は平成20年 4月 を基準とした,「前月」(3月 )か ら「今月」(4月 )への沖縄県

内の労働市場に係る人口のフローを示したもので,表の列方向から行方向への就業状態等の移

り変わりを表している.4月 を基準としたのは,年度初頭で人口の移動が比較的大きい区切り

の時期であると考えたためである。

労働カフローデータをまとめてフロー図 (流れ図)と して示したのが図 3(次頁)である

(平成20年および21年の4月 のデータより作成).図 中では,15歳以上人口 (OVER 15)の うち,

労働力人口をL,非労働者をNと し,労働力人口 (L)のうち,就業者をE,完全失業者をU

としている.また,14歳人口を14ydと している。さらに, これらの者が域内 (沖縄県内)に い

る場合には IN,域外 (沖縄県外)にいる場合はOUTと 表示した。このようにまとめること

で,沖縄県に係る労働カフローを分析する足掛かりとなると考えられる.
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男女計 (千人 )

今月の状態
総  数

前月いた15歳以上人口
前月14歳

で今月15

歳の者

前月いな

かった者

(転入)

総  数 L 労働ラ
総 数
1就著
者
J人 日

完全失業者
U

非労働

力人口

N

就業状態

不  詳

1 2 3 4

総数 (1 1147 1102 0 I

今月いた15歳以上人口 1127 1082 0 1

労働力人口  L 550 0

就 業 者 E 576 3 7

完全 失 業者 4 4 1

非労働力人日 N (劾 9 6 1

就業状態不詳 ? 120
前月いて今月いなかっ
た者 (転出・その他)

4 3 1

表 2 平成20年 4月 を基準とした沖縄県内の労働市場の人口のフロー [7]

図3 沖縄県における労働カフロー図 (平成20年および21年 4月 のデータより作成)[7]
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4 おわ りに

沖縄県に係る労働カフローを分析することにより,Eか らUへのフロー (失業)や Uか らE

へのフロー (就業)をはじめ,Uか らNへのフロー (求職意欲喪失効果)やNか らUへのフロー

(追加労働者効果,高卒・大卒者の就業フロー),またOUTか らINへのフロー (県外からの

県内労働市場へ流入による圧力の影響)な どの分析が可能になると考えられる。

今後の課題としては,年齢や性別などの様々な属性との関連性,学校基本調査等との重ね合

わせによる高卒・大卒者の就業状態の詳細な分析,景気との関連性,各フローのストックヘの

寄与率の分析,地域間比較などが挙げられる.特に,若年層の失業率の高さを解消するための

糸日を探るには,沖縄県に係る年齢別の情報を加味した労働カフロー分析が重要な鍵を握ると

考えられる.
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